
中教審・グランドデザイン答申中教審・グランドデザイン答申中教審・グランドデザイン答申中教審・グランドデザイン答申    
2018年11月に中教審が取りまとめた「2040年に

向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」は、
50頁に及ぶ多岐に亘るものだが、「教育研究体制
－多様性と柔軟性の確保－」において、次のよう
な提言がなされている。 
『今後、学部・研究科等の組織の枠を超えて教員

が共同で教育研究を行える仕組みを構築すると
ともに、学外資源の活用という観点から実務家
（中略）が教員として登用できるような制度等
の在り方を検討する必要がある。 

  また、各大学間、大学と産業界との間で教員
の流動性を確保することは重要である。その際、
クロスアポイントメント等を活用し、各教員が
所属する組織を越えて、柔軟に教育活動が展開
できるよう配慮が必要である。 

〈具体的な方策〉〈具体的な方策〉〈具体的な方策〉〈具体的な方策〉    
 多様なバックグラウンドの教員の採用と質保証多様なバックグラウンドの教員の採用と質保証多様なバックグラウンドの教員の採用と質保証多様なバックグラウンドの教員の採用と質保証    
  社会のニーズを踏まえた教育を幅広く展開さ

せることができるよう、実務経験を有する者の
大学教育への参画を促すため、専任教員として
実務家教員を配置することができる旨、大学設
置基準上、確認的に規定する。』 

質保証システム部会・審議まとめ質保証システム部会・審議まとめ質保証システム部会・審議まとめ質保証システム部会・審議まとめ 
中央審議会大学分科会質保証システム部会は。

「設置基準、設置認可審査および認証評価制度等
を一体的とした質保証システムの在り方」を審議
するために、2019年7月から2022年3月までの間14
回開催されている。3月18日付の審議まとめ「新
たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実
について」には、「大学設置基準の改善・充実の
方向性」について、次のように記載されている。 
『〇クロスアポイントメント等多様な働き方が広

がっていることも踏まえ「一の大学に限り専任
教員となる」という現行の「専任教員」の在り 
方について、定義を見直す。〈大学設置基準改正〉 

【「専任教員」の見直しのイメージ】 
 「専任教員」の概念を「基幹教員」（仮称）と

改め、一定以上（例 年間8単位以上）の授業
科目を担当する教員とする。（後略） 

 ※複数の大学や学部で基幹教員となることも可
能となり、民間からの教員登用が促進される。 

〇現在は大学設置基準の様々な箇所に分散して規
定している教員や事務職員、各組織に関する規
定を一体的に再整理する。〈大学設置基準改正〉』 
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今回の大学設置基準改正の真のねらいは何なのか、グランドデザイン答申や質保証システム部会の
審議まとめを顧みると、実務家教員やクロスアポイントメント制度の拡大をめざす産業界のねらいが
反映されていることが見てとれる。産業界は、企業人材を大学に「専任教員」として受け入れ可能な制
度改正を求めており、「多様性の確保」と称してそれを実現したのが、今回の改正だ。もちろん、任期制
教員の増加や教授会の弱体化に直結する。ここでは、これらの答申・審議まとめを確認したい。 
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外国ルーツの子どもたちの増加外国ルーツの子どもたちの増加外国ルーツの子どもたちの増加外国ルーツの子どもたちの増加    
 在留外国人は全国で約276万人（2021年）、人口
の２％超を占めるようになった。東京都の場合は
約４％が外国籍住民、国籍別でいうと中国、韓国、
ベトナム、フィリピン、ネパールと続く。 
 1980年代ごろまでは、外国にルーツを持つ子ど
もたちの教育は主として在日韓国・朝鮮人を中心
に考えられていた。日本生まれの二世・三世の教
育の課題は、差別の解消、アイデンティティ、母
文化の保持などであり、就職差別や外国人登録法
の問題などに対しても様々なとりくみが行われた。 
 その後、国籍法や入管法の改正により、新たに
外国から来る子どもたちが急増し、国籍も多様化
した。また、日本国籍者にも外国にルーツを持つ
人々が増え、名前も外見も、受け継いでいる言語
や文化も多様化してきた。 
 
日本語を第二言語とする生徒たち日本語を第二言語とする生徒たち日本語を第二言語とする生徒たち日本語を第二言語とする生徒たち    
 私は私立高校で長らく国語を教えてきて、勤務
校が国際教育を標榜していることと地域柄から多
くの外国ルーツの子どもたちに出会ってきた。そ
して、ここ約15年、毎年一人くらい渡日3年未満
の生徒が入学するようになった。特別な受け入れ
ではなく、英数国の一般入試で合格基準点を超え
ていれば合格にしているだけである。制度化され
た支援策はなく、主に国語科の教員が自主的に補
習をしたり授業を工夫したりして、学習上の困難
を補っている。それでも記憶にある限り皆卒業に
こぎつけ、多くが大学に進学している。 

例えば来日半年で入学し、日常会話もおぼつか
なかった中国人生徒は、初めは級友とのコミュニ
ケーションに苦労し、学習面でも補習が必要だっ
た。だが、日本語がしだいにうまくなり成績が向
上していくと、その努力に他の生徒たちも大いに
刺激を受け、見る目が変化していく。現代文の授
業で魯迅の「藤野先生」を中国語で紹介してくれ
たり、日本語と中国語の熟語の異同を説明してく

れたり、異言語や異文化に理解を深めるきっかけ
を作ってくれ、日本育ちの生徒たちにとっても得
るところが多かった。 

そのような生徒たちと付き合っているうちに、
普段の生活では流暢にしゃべっているように見え
るが、学習言語（抽象的・論理的な思考をして学
習を行う言語力）が未熟な生徒たちにも気づくよ
うになった。現代文が苦手だと相談しにきた生徒
の場合は10歳まで他国で育っていたが、本人が言
ってくるまで分からなかった。家庭内言語は別の
言葉で、第二言語として日本語を身につけた生徒
が、学習面で苦労したり感情を的確に表現できず
に人間関係がぎくしゃくしたりする事例もあった。
どう支援すればいいか試行錯誤しながら授業にと
りくんできた。 

 
ゆたかな雑種文化としての日本語ゆたかな雑種文化としての日本語ゆたかな雑種文化としての日本語ゆたかな雑種文化としての日本語    
 1947年の教育基本法では「…普遍的にしてしか
も個性ゆたかな文化の創造をめざす教育…」だっ
た前文が、2006年の「改正」教育基本法では「…
伝統を継承し、新しい文化の創造を目指す教育…」
に変えられ、学習指導要領でも伝統の尊重が強調
されるようになった。外国にルーツを持つ子ども
たちが増加している現状に逆行している。 
「国語」という言葉を教科名称以外では使わなく
なった。「日本語」である。「国語」とは明治時代
に国民国家の確立をめざして人為的に作られ、そ
れは地域語（方言）の排除と一体であった。国語
教科書の日本語だけを価値あるものと考え、他を
蔑むような姿勢は、ともすれば富国強兵のような
方向にからめとられる。日本語は、漢字や語彙を
中国や朝鮮半島から受け入れ、近代においては西
欧から様々な概念を受け入れながら、いわば雑種
文化として豊かな表現を獲得してきた。何が「伝
統」なのかを問い直いし、継承すべきものを吟味
していくことが重要なのではないか。そのことを
生徒たちにも伝えていきたい。 
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